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Ⅰ　はじめに

　本研究の目的は，日本の製造業を対象とした
質問票調査結果に基づき，日本企業の環境保全
活動の実態について，記述統計値を中心に考察
することにある。近年，環境問題が深刻化する
なか，日本の製造業ではイノベーションを強化
し，環境配慮型製品を開発・製造・販売するこ
とにより積極的に環境対策を行っている。また
ESG投資や統合報告の活発化に伴い，財務情
報にくわえ非財務情報も公表する傾向があるこ
とより，企業としては，環境対策への取り組み
の成果である環境パフォーマンスを高める必要
性が高くなっている。そこで，本研究では日本
の製造業における環境対策への取り組みの実態
とその成果について把握・分析することを目的
とし，東証一部上場企業の製造業919社を対象に，

「日本企業の環境保全活動の実態とその取り組
みの成果に関するアンケート調査」を実施して
いる。この質問票調査では，環境保全活動の実
態と，その取り組みの成果の両面について質問
をしているが，本研究では，まず環境保全活動
の実態を把握し，記述統計値による分析をする
ことに焦点を当てたい。本来であれば，質問票
調査により収集したデータを，統計学的な分析
手法を用いて実証分析を行い，その結果を解釈，
考察する必要があるが，その準備段階として，
本研究において記述統計値による考察を行いた
い。加えて，質問票調査において，製造業にお

ける環境保全活動の取り組みのために必要とな
るイノベーションの創出についても把握するこ
とを目的とした質問もしているため，イノベー
ションと環境保全活動の取り組みの成果との関
係について，今後の研究において考察したいと
考えている。以上より，本研究において質問票
調査結果の全体像を把握し，記述統計値により
分析することに努める。また本研究では，質問
票調査の結果の分析にあたり，回答企業全体を
対象とした分析にくわえ，先行研究を参考にし，
温室効果ガス排出量の多い業種として，鉄鋼，
化学，窯業，石油，パルプ・紙の5つの業種を
対象とした分析を行う。これらの業種の選定に
ついては，環境省が公表する「地球温暖化対策
推進法に基づく温室効果ガス排出量の集計結
果」を参考にしている。
　研究の背景として，環境問題への取り組みの
成果としての環境業績，環境パフォーマンスに
ついて実証的に考察した研究が多数存在する。
環境業績の測定尺度について，環境問題への取
り組みの多様な側面を測定するため，有害汚染
物質の排出量，温室効果ガスの排出量，廃棄物
等排出量および資源リサイクル量といった物量
データを用いて検証することが望ましいとする
研究がある一方で1），多面的な環境保全活動を
評価するため，Sharma and Vredenberg （1998），
Montabon et al. （2117），Zhu et al. （2118），
Agan et al （2114），Short et al. （2115）らは，
質問票調査結果による環境スコアを環境業績の
測定尺度として使用した分析手法が望ましいと
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1 ） Ilinitch et al. （1998），Klassen and Whybark （1999），Anton et al. （2114），Clarkson et al. （2118），Cho et al. 
（2112），Shaukat et al. （2114），Costantini et al. （2117）らを挙げることができる。
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説明している。以上をふまえ，本研究では，環
境保全活動の取り組みの実態とその成果につい
ての質問票調査である，日経リサーチ社による

「環境経営度調査」および，東洋経済新報社に
よる「東洋経済 CSR調査」を参考にし，上述
の Sharma and Vredenberg （1998），Montabon 
et al. （2117），Zhu et al. （2118）お よ び Agan 
et al （2114）に依拠して質問票を作成している。
そして，日本の製造業における環境保全活動の
実態とその取り組みの成果について考察するた
め，東証一部上場企業の製造業に限定し，「日
本企業の環境保全活動の実態とその取り組みの
成果に関するアンケート調査」を実施している。
　ここで，本研究において企業の環境保全活動
に着目する背景として，地球環境問題の現状お
よび，それに対する日本企業の取り組みの状況
を整理する。環境省（2121）によれば，日本の
2119年度の温室効果ガスの排出量は1991年度以
降の11年間において最も少ない排出量であった
ことが報告されており，2111年以降減少傾向に
あることが明らかとなった。また2121年11月26
日，第211回国会の所信表明演説において，内
閣総理大臣により，2151年までの温室効果ガス
の排出量を全体としてゼロにするという，カー
ボンニュートラルを目指すことが宣言された。
企業としては，この宣言に対して，長期的な経
営戦略のひとつとしてより一層温室効果ガスの
排出量の削減に向けた，環境対策を講じる必要
に迫られている。世界全体における日本企業の
環境経営の位置づけとして，TCFD （Taskforce 
on Climate related Financial Disclosure），
SBT （Science Based Targets），および RE111 

（Renewable Energy111）の1点において，日本
は世界ランキング1位，2位の取り組み実績を記

録している。とくに，気候変動への取り組みお
よび影響に関する情報を開示する枠組みである
TCFDにおいては，日本は全世界においてトッ
プレベルの賛同表明数を記録している （環境
省 , 2121）2）。環境省による「企業の脱炭素経
営への取組状況」についての公表データによれ
ば，TCFD，SBT，および RE111の1つすべて
に賛同意思を示している日本企業は，2121年7
月11日時点において，15社あることが報告され
ている1）。これらの議論により，現状として，
日本企業における環境経営の取り組みは世界で
トップレベルの実績であることが明らかである。
以上の背景をふまえ，日本企業の環境保全活動
の実態について，質問票調査を実施することに
より考察することは意義があると考える。
　本研究における調査票調査結果を考察するこ
とにより，本研究の貢献として以下の1つの要
点を整理する。具体的には，廃棄する際に環境
汚染物質を出さない資源や材料を積極的に購入
したり，製造工程から排出された有害な廃棄物
の取り扱いと廃棄に留意したりする企業が多数
あり，その廃棄物のリサイクルも積極的に行っ
ていることが明らかとなった。その一方で，製
造工程における再生可能エネルギーの使用状況
は発展段階にあり，同業種もしくは異業種の企
業と，環境に関する実用技術またはその基礎研
究における業務提携についてはまだまだ低水準
であることが明らかとなった。また，追加的な
考察により，温室効果ガスの排出量が多い5つ
の業種に着目すると，製造において必要となる
技術開発，イノベーションに関連する質問にお
いて，全回答企業を対象とした質問票調査結果
よりも全体的に高い点数となっており，取り組
みの状況としては，課題はあるものの良好であ

─────────────────────────────────
2 ） 具体的には，TCFD（気候変動への取り組みおよび影響に関する情報を開示する枠組み），SBT（企業の科学的

な中長期的な目標設定を表明する枠組み）および，RE111（企業の企業活動に必要な電力を111％再生可能エネル
ギーで賄うことを表明する枠組み）のそれぞれにおいて，日本の TCFD における賛同表明機関数はイギリス，ア
メリカを超えて世界第1位である。SBT および RE111においては，アメリカに次ぐ世界第2位を記録している。

1 ） 環境省「企業の脱炭素経営への取組状況」の公表資料を参考にしている。
　http://www.env.go.jp/earth/datsutansokeiei.html　（2121年8月11日閲覧）
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ることが明らかとなった。
　本稿の構成は以下の通りである。第2節では，
質問票調査の概要として，質問票調査の実施要
領，質問票調査の調査内容について整理してい
る。第1節では，回答企業の概要について整理
している。具体的には，回答企業の業種別分類，
業種別の回答率，回答企業の従業員数による分
布を示している。第4節では，質問票調査結果
の提示とその考察を行う。具体的には，回答企
業全体における調査結果について，記述統計値
を示したうえで，各質問における回答の特徴を
示す。また追加的な分析として，温室効果ガス
排出量の多い業種として，鉄鋼，化学，窯業，
石油，パルプ・紙の5つの業種を対象として，
質問票調査結果を概観する。第5節では本研究
の要約および今後の研究課題を述べる。

Ⅱ　調査の概要

　本研究では，日本の製造業を対象とした質問
票調査結果に基づき，日本企業の環境保全活動
の実態について明らかにすることを目的として
いる。実際に，東証一部上場企業の製造業を対
象に，「日本企業の環境保全活動の実態とその
取り組みの成果に関するアンケート調査」を実
施している。本節では質問票調査の実施要領に
ついて，質問票調査の送付対象，実施期間，回
答回収率，質問項目の選定について整理する。
まず，質問票調査の送付先として，日本経済新
聞デジタルメディア社の日経NEEDS Financial 
Questを参照し，2121年2月18日時点において，
東証一部上場企業の製造業に属する企業として
919社を選択し，環境・CSR部門担当者を対象
にして質問票を郵送している。実施期間として
は，2121年2月28日に発送し，郵送した質問票
における回答締め切り日を同年1月22日までと

したが，1月21日まで東京都が新型コロナウイ
ルス感染拡大による緊急事態宣言下にあったた
め，1月11日まで回答用紙を受け取ることとし
た4）。回答回収率については，質問票の発送数
は919通，有効回答数は168通であり，回収率は
18.5％であった。回答における欠損はそのまま
にしており，質問項目によって回答数が異なっ
ている。また，今後，回答内容についてインタ
ビュー調査を予定しているため，質問票におい
てインタビュー調査の可否を尋ねた結果，168
社のうちの45社よりインタビュー調査が可能で
あるという許可を得ている5）。
　質問票調査の質問項目については，第1節に
おいて説明したように，日経リサーチ社による

「環境経営度調査」および東洋経済新報社による
「東洋経済 CSR調査」を参考のうえ，Sharma 
and Vredenberg （1998），Montabon et al. （2117），
Zhu et al. （2118）および Agan et al （2114）の
質問内容を参考にして質問内容を選定した。一
例として Sharma and Vredenberg （1998）は，
Mazzanti and Zoboli （2119），Boiral and Henri 

（2112）などの研究においても測定方法および
質問項目が参考にされている。具体的には，
Sharma and Vredenberg （1998）では，環境パ
フォーマンスを，「環境マネジメントのプロセ
ス」と「環境マネジメントによる結果」による
評価にくわえ，「企業内部について」と「企業
外部について」という2つの側面から評価して
いる。このように多面的な側面から構成される
質問項目が設定され，7点満点の尺度で評価し
ている。この質問では，環境問題への取り組み
がどの程度，多様なタイプの成果を生み出して
いるかについて問われており，とくに成果の評
価には，マテリアルフローコストの削減，生産
性の向上，利害関係者との良好な関係，企業全
体の評判などが含まれている。この質問票調査

─────────────────────────────────
4 ） 東京都における緊急急事態宣言の発令に伴い，複数の企業より，リモート勤務形態による回答遅延の連絡を受

けた。そのため，1月11日まで回答を受け取った。
5 ） 業種内訳を確認すると，17業種のうち，食品・繊維・化学・石油・窯業・鉄鋼・非鉄金属・機械・電気機器・

造船・その他製造といった11業種より，インタビュー調査が可能である旨返答があった。
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では，スコアが高ければ高いほど，環境業績が
高いと評価されている。Sharma and Vredenberg 

（1998）の質問項目は大問が11問から構成されて
おり，それぞれの質問において詳細を問う質問
がされている。この11問の内訳としては，環境
問題への対応について実態を問う質問が6問，
その取り組みの成果を問う質問が4問含まれて
いる。本研究では，脱炭素社会の実現に向けた，
日本企業の環境保全活動の実態とその取り組み
の成果について考察することを目的としている
ため，主としてSharma and Vredenberg （1998）
の質問項目を参考にしている。
　また環境保全活動の実態を把握するための質
問票調査としては，Agan et al. （2114）を挙げ
ることができる。Agan et al. （2114）では，従
業員の「環境意識」に着目した質問がなされて
いるところに特徴がある。質問例として以下の
4つを挙げる。自然環境への負の影響を最小化
するための特別なプログラムがあるか，自然環
境の質を保全し，改善する活動に参加している
か，環境意識を高め，改善するための活動に参
加しているか，製品の開発過程において製品の
自然環境への負の影響について注意を払ってい
るか，といった質問がなされている。本研究で
は，社内における従業員の環境意識の実態を把
握するため，これらの質問項目を参考にしてい
る。
　このように質問項目を選定しており，「日本
企業の環境保全活動の実態とその取り組みの成
果に関するアンケート調査」における質問票は，
環境対策への取り組みの「現状」について問う
Ⅰ部と，環境対策への取り組みの「成果」を問
うⅡ部から構成されている。とくに第1部の質
問項目において，問1から問11までの質問は「製
造における環境配慮に関する取り組み」につい
て，問1から問15までの全質問は「環境経営全
般の取り組み」について質問している。そのな
かでも，問12と問11は，環境保全活動における
人的資源管理として，社内における環境教育お
よび情報共有の状況について質問している。問

14と問15は，環境負荷の計測，その評価および
公表の状況について質問している。さいごに問
16と問17では，環境保全活動へ意識確認として，
温室効果ガスの排出量の削減目標値への達成意
識について質問している。Ⅱ部については，環
境対策への取り組みの「成果」を問う質問を行っ
ており，温室効果ガスの排出量の削減，廃棄物
の排出量の削減状況について問い，製造工程に
おける環境問題の状況を改善することができた
かどうか質問している。質問票を送付するまえ
に，実務家2名に確認し，できるだけ理解しや
すい平易な表現にした。また質問票調査終了後
の2121年4月に，質問票を送付した企業1社の環
境・CSR担当者1名に対してインタビュー調査
を実施した。この調査では，質問票調査項目の
意味が正しく理解されているかを確認してい
る。
　本研究では，日本企業の環境保全活動の実態
について考察することを目的としているため，
質問票調査のⅠ部のみを紹介することに留まる
が，これらの質問項目は第4節において，調査
票調査結果としての記述統計値とともに説明し
ている。

Ⅲ　回答企業の概要

3.1　業種別の分類

　168社の回答企業の特徴を把握するため，表1
において回答企業の業種別内訳を表している。
業種別分類は日経 NEEDS Financial Questの
日経産業中分類にしたがっている。表1パネル
Aは回答企業168社の業種別内訳を示し，パネ
ル Bは業種別の回答率を示している。パネル A
より，日経中分類に基づいた業種に関しては，
化学，機械，電気機器，非鉄金属製品などの回
答が多いことがわかる。また，パネル Bより，
業種別の回答率に着目すると，送付先企業数の
差はあるが，造船，パルプ・紙，非鉄金属製品，
石油の回答が多いことが明らかとなった。
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3.2　従業員数について

　本節では，本調査における168社の回答企業
の特徴を把握するため，回答企業における従業

員数をもとに，表2において回答企業の度数分
布を示している。回答企業の従業員数について
の数値は日経 NEEDS Financial Questにおけ
る公表データを参照している。168社中，154社
の従業員数のデータが得られた。表2より度数
分布を概観すると，東証一部上場企業に限定し
て質問票を送付していることも関連するが，従
業員数が21,111人を超える，大規模な製造拠点
または製造工場を有する企業も多数含まれてい
ると考察できる。

3.3　�回答企業における環境・CSR担当部
署について

　本節では，168社の回答企業における，環境・
CSR関連業務を担当している部署の特徴，お
よび部署の名称に含まれるキーワードについて
整理したい。本研究では，2121年2月18日時点
において，東証一部上場企業の製造業に属する
企業919社を対象に，環境・CSR部門の担当者
へ質問票を郵送している。回答票をもとに，環
境・CSR関連業務を担当している部署の特徴
をまとめる。168社におけるそれぞれの部署の
名称において，特定の用語が含まれている企業
の数を数えるかたちで特徴を整理している6）。
まず，部署の名称に「環境」という用語が含ま
れている企業は89社であった。ついで「安全」
という用語が含まれている企業は12社，「品質」
という用語が含まれている企業は21社，「CSR」

表1．業種別分類
パネル A．回答企業の業種別分類

業種 度数 ％
1 食品 12 7.14
2 繊維 4 2.18
1 パルプ・紙 4 2.18
4 化学 29 17.26
5 医薬品 2 1.19
6 石油 2 1.19
7 ゴム 2 1.19
8 窯業 4 2.18
9 鉄鋼 7 4.17
11 非鉄金属製品 17 11.12
11 機械 27 16.17
12 電気機器 26 15.48
11 造船 2 1.19
14 自動車 11 5.95
15 輸送用機器 1 1.6
16 精密機器 6 1.57
17 その他製造 11 7.74

合計 168 111

表2．従業員数に関する分布
従業員数 度数 ％
～ 511人 1 1.9

 ～ 1,111人 29 18.8
 ～ 5,111人 59 18.1
～ 11,111人 21 14.9
～ 21,111人 17 11.1
～ 51,111人 11 8.4
51,111人～ 11 6.5

合計 154 111

パネル B．業種別の回答率
業種 送付 回答 回答率（％）

1 食品 84 12 14.29
2 繊維 14 4 11.76
1 パルプ・紙 12 4 11.11
4 化学 141 29 21.57
5 医薬品 41 2 5.11
6 石油 8 2 25.11
7 ゴム 11 2 18.18
8 窯業 11 4 12.12
9 鉄鋼 11 7 22.58
11 非鉄金属製品 65 17 26.15
11 機械 118 27 19.57
12 電気機器 161 26 16.15
11 造船 4 2 51.11
14 自動車 49 11 21.41
15 輸送用機器 9 1 11.11
16 精密機器 14 6 17.65
17 その他製造 55 11 21.64

合計 919 168 18.48

─────────────────────────────────
6 ） 本文において示す，「環境」，「安全」，「品質」，「CSR」，「生産」，「技術」，「経営戦略」，「ESG」，「広報」，「SDGs」

などのキーワードについては，1社において複数のワードが含まれることも多くある。
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という用語が含まれている企業は19社，「生産」
という用語が含まれている企業は15社，「サス
テナビリティ」という用語が含まれている企業
は11社，「技術」という用語が含まれている企
業は11社であった。少数であるが，「経営戦略」
が含まれている企業は6社，「ESG」が含まれて
いる企業は6社，「広報」が含まれている企業は
5社，「SDGs」が含まれている企業は1社という
結果であった。「環境」についで「安全」が多く，
これら2つの用語を含めた名称が付けられてい
る部署名も多数みられた。これらの結果より，
企業の環境対策および環境保全活動は「安全」・

「品質」・「生産」・「技術」などと関係が深いと
いうことが考察できる。

Ⅳ　質問票調査結果と考察

4.1　回答企業全体における調査結果

　本節では，質問票調査結果における記述統計
値を示し，各項目について結果を概観する。表
1は環境保全活動への取り組みの「現状」に関
する質問項目に対する回答におけるサンプルの
記述統計値を示している。第2節において，質
問内容について分類し，説明したように，表1
は各質問内容にしたがい，パネル A・B・C・
Dから構成されている。まず，パネル Aは，質
問1から質問11について整理し，「製造における
環境配慮に関する取り組み」についての質問に
対する記述統計値を示し，パネル Bは，質問12
と質問11について整理し，社内における環境教
育および情報共有の状況についての質問に対す
る記述統計値を示している。パネル Cは，質問
14と質問15について整理し，環境負荷の計測，
評価および公表の状況について質問し，その記
述統計値を示している。パネル Dは質問16と質
問17において温室効果ガスの排出量の削減目標
値への達成意識についての質問に対する記述統
計値を示している。
　まずパネル Aの記述統計値を概観する。質

問1から質問11までの「製造業における環境配
慮に関する取り組み」についての質問は細分化
することができる。まず，質問1から質問5は環
境配慮型製品の製造の有無，製造工程・工場に
おいて留意していることなどを問い，質問6か
ら質問11は製造において必要となる技術開発，
イノベーションに関連する質問となっている。
これらの2つの分類に従い，質問票調査結果を
整理したい。まず，質問1により，環境配慮型
製品を製造しているかどうかについては，平均
値5.78，中央値6（回答数166）という結果より，
回答企業の約91％以上が環境配慮型製品を製造
している現状が明らかとなった。一方，質問2
より，平均値5.62，中央値6（回答数164）という
結果より，回答企業の約58％の企業が高得点を
評価していることもあり，比較的高い水準で，
廃棄する際に環境汚染物質を出さない資源や材
料を積極的に購入していることがわかる。質問
1において，製造工程・工場から排出された有
害な廃棄物の取り扱いと廃棄に気を付けている
かどうか質問したところ，平均値6.81，中央値
7（回答数165）という結果より，大多数の企業
が最高点の7と評価し，回答企業の約86％が製
造工程・工場から排出された有害な廃棄物の取
り扱いと廃棄に留意していることがわかる。質
問4において，製造工程・工場における廃棄物
をリサイクルしていることについて質問し，リ
サイクル状況に着目している。平均値6.14，中
央値6（回答数165）という結果を得ており，回
答企業の約81％が6・7点と評価していることよ
り，比較的多くの回答企業が，製造工程・工場
における廃棄物をリサイクルしていることが明
らかとなった。質問5において，製造工程・工
場における再生可能エネルギーの使用状況に着
目すると，平均値1.64，中央値4（回答数165）と
いう結果より，約45％の企業が1・2点と評価し
ていることもあり，事業所における再生可能エ
ネルギーの使用状況は比較的低い現状にあるこ
とが明らかになった。
　つぎに，質問6において環境汚染物質の排出
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量を減らすために新しい技術を導入しているか
どうか確認したところ，平均値4.99，中央値6（回
答数166）という結果を得ている。中程度の4点
を選択した企業数が最も多く，回答企業の約
61％が5・6・7点を選択したことにより，高水
準ではないが，導入が進んでいる傾向が明らか
となった。質問7において，資源の無駄遣いを
減らすために製造工程を改善しているかどうか
確認したところ，平均値6.19，中央値6（回答数
166）という結果を得ている。また回答企業の
約46％が最高点の7点と評価していることもあ
り，比較的多数の企業が環境に配慮して製造工
程を改善している現状が明らかとなった。質問
8において，エネルギー消費量が多い機械を改
造したり，取り換えたりしているかどうか確認
したところ，平均値5.91，中央値6（回答数
166）という結果を得ている。回答企業の約
18％が高得点を評価していることより，高い水
準で実施されていることがわかる。また質問9
において，環境保全活動について研究投資をし
ていることについて質問したところ，平均値
4.69，中央値5（回答数166）という結果を得てい
る。約25％の企業が高得点を評価しているが，
一方で回答企業の約26％が1・2・1点の低い点
数を選択している。そのため，研究投資におい
ては取り組んでいない企業も多数あることが考
察される。一方，問11および問11において，同
業種もしくは異業種の企業と，環境に関する実
用技術またはその基礎研究において業務提携を
しているかどうか確認している。結果として，
問11に お い て 平 均 値1.19， 中 央 値1（ 回 答 数
166）という結果を得ており，回答企業の約
14％が最も低い1点と評価していることにより，
同業種間での技術面での業務提携は，発展途上
であることが明らかとなった。同様に，問11に
おいても，平均値1.58，中央値4（回答数166）と
いう結果を得ており，回答企業の約12％が最も
低い1点と評価していることにより，異業種間
における技術提携も発展段階にあるといえる。
　つぎにパネル Bでは，質問12と質問11により，

社内における環境教育および情報共有の状況に
ついて質問している。これらの質問は従業員の

「環境意識」に着目した Agan et al. （2114）を
参考にしている。質問12において，従業員の環
境意識を高めるため，環境教育や社内研修を
行っていることについて質問し，従業員に対す
る環境教育の現状について確認している。平均
値6.12，中央値6（回答数165）という結果を得て
おり，回答企業の約49％が最高点の7点と評価
していることより，比較的多数の企業が環境教
育や社内研修を行っているといえる。また，質
問11において，環境汚染物質の排出量を減らす
ことについて社内で情報共有しているかどうか
質問している。平均値6.19，中央値7（回答数
166）という結果を得ており，回答企業の約
54％が最高点の7点と評価していることにより
高い水準で実施されているとわかる。
　またパネル Cでは，質問14と質問15により，
環境負荷の計測，その評価および公表の状況に
ついて質問している。問14において，毎年事業
所全体の環境負荷について計測し評価している
かどうか質問し，平均値6.51，中央値6（回答数
166）という結果を得ている。関連して，質問
15において，毎年 CSR報告書・環境報告書を
作成し公表しているかどうか質問した結果，平
均値5.99，中央値7（回答数166）という結果を得
ている。これらの結果より，回答企業の91％以
上が毎年事業所の環境負荷について計測し評価
しており，CSR報告書・環境報告書を作成し
公表している現状が明らかとなった。
　さいごにパネル Dでは，質問16と質問17によ
り，環境保全活動に対する意識を確認すること
を目的として，温室効果ガスの排出量の削減目
標値への達成意識およびその可能性について質
問している。質問16において，毎年温室効果ガ
スの排出量の削減目標値を設定し，その目標を
達成したいと考えているかどうか質問している。
平均値6.27，中央値6（回答数166）という結果を
得ており，回答企業の約71％が最高点の7点と
評価していることにより，多くの回答企業が削
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表3．環境対策への取り組みの「現状」に関する質問項目に対する回答におけるサンプルの記述統計値

パネル A．製造における環境配慮に関する取り組みについての質問項目
Ⅰ．貴社における，環境対策への取り組みの［現状］についてお尋ねします。
　　以下の項目は，貴社においてどの程度実行されていますか？

質問項目 度数 平均 標準偏差 最小値 中央値 最大値
1．環境配慮型製品を製造している。

166 5.78 1.49 1 6 7
2．廃棄する際に環境汚染物質を出さない資源や材料を積極的に購入している。

164 5.62 1.27 2 6 7
1．製造工程・工場から排出された有害な廃棄物の取り扱いと廃棄に気を付けている。

165 6.81 1.45 5 7 7
4．製造工程・工場における廃棄物をリサイクルしている。

165 6.14 1.18 1 6 7
5．製造工程・工場において再生可能エネルギーを使用している。

165 1.64 2.19 1 4 7
6．環境汚染物質の排出量を減らすために新しい技術を導入している。

166 4.99 1.49 1 5 7
7．資源の無駄遣いを減らすために製造工程を改善している。

166 6.19 1.14 1 6 7
8．エネルギー消費量が多い機械を改造したり，取り換えたりしている。

166 5.91 1.12 2 6 7
9．環境保全活動について研究投資をしている。

166 4.69 1.91 1 5 7
11．同業種の企業と，環境に関する実用技術またはその基礎研究において業務提携をしている。

166 1.19 2.16 1 1 7
11．異業種の企業と，環境に関する実用技術またはその基礎研究において業務提携をしている。

166 1.58 2.21 1 4 7

パネル B．社内における環境教育および情報共有の状況についての質問項目
Ⅰ．貴社における，環境対策への取り組みの［現状］についてお尋ねします。
　　以下の項目は，貴社においてどの程度実行されていますか？

質問項目 度数 平均 標準偏差 最小値 中央値 最大値
12．従業員の環境意識を高めるため，環境教育や社内研修を行っている。

165 6.12 1.21 2 6 7
11．環境汚染物質の排出量を減らすことについて社内で情報共有している。

166 6.19 1.16 2 7 7

パネル C．環境負荷の計測，評価および公表の状況についての質問項目
Ⅰ．貴社における，環境対策への取り組みの［現状］についてお尋ねします。
　　以下の項目は，貴社においてどの程度実行されていますか？

質問項目 度数 平均 標準偏差 最小値 中央値 最大値
14．毎年，事業所全体の環境負荷について計測し評価している。

166 6.51 1.11 1 7 7
15．毎年，CSR 報告書・環境報告書を作成し公表している。

166 5.99 1.98 1 7 7

パネル D．温室効果ガスの排出量の削減目標値への達成意識についての質問項目
Ⅰ．貴社における，環境対策への取り組みの［現状］についてお尋ねします。
　　以下の項目は，貴社においてどの程度実行されていますか？

質問項目 度数 平均 標準偏差 最小値 中央値 最大値
16．毎年，温室効果ガスの排出量の削減目標値を設定し，その目標を達成したいと考えている。

166 6.27 1.41 1 7 7
17．日本政府により「2151年までに温室効果ガスの排出量をゼロにする」という目標が示されましたが，この目標に

対して達成可能と考えている。
165 4.41 1.49 1 4 7
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減目標値を達成したいと考えていることが明ら
かとなった。また，質問17において，「日本政
府により『2151年までに温室効果ガスの排出量
をゼロにする』という目標が示されましたが，
この目標に対して達成可能と考えている」かど
うか質問したところ，平均値4.41，中央値4（回
答数165）という結果を得ている。回答企業に
おいて，中程度の4点を選択した企業数が最も
多く約44％を占めており，達成可能性について
は高い結果ではないといえる。一方，約27％の
企業が6・7点を選択したことにより，高水準で
はないが達成したいと考えている企業も多く存
在することが明らかとなった。

4.2　�温室効果ガスの排出量が多い 5つの業
種における調査結果

　本節では，先行研究を参考にし，温室効果ガ
ス排出量の多い業種として，鉄鋼，化学，窯業，
石油，パルプ・紙の5つの業種を対象として，
質問票調査結果を概観したい7）。表4は，温室
効果ガス排出量の多い業種における，環境対策
への取り組みの「現状」に関する質問項目に対
する回答におけるサンプルの記述統計値を示し
ている。表1のパネル A・B・C・Dにおける各
結果と比較することにより，特徴的な結果を考
察する。質問6，7，8，9，11，11，14，15およ
び16において，全ての回答企業を対象とした質
問票調査結果に比べて，平均値または中央値に
おいて高い値となっている。以下において各項
目における結果を確認したい。質問6から質問
11までの質問において，「環境汚染物質の排出
量を減らすために新しい技術を導入している」，

「資源の無駄遣いを減らすために製造工程を改
善している」，「エネルギー消費量が多い機械を
改造したり，取り換えたりしている」，「環境保
全活動について研究投資をしている」，「同業種

もしくは異業種の企業と，環境に関する実用技
術またはその基礎研究において業務提携をして
いる」といった内容を問うている。特に質問6
から質問11の内容は製造において必要となる技
術開発，イノベーションに関連する質問となっ
ていることより，温室効果ガスの排出量の多い
5つの業種においては，大差ではないが，表1に
表される結果に比べて高い水準で実施されてい
ることが明らかとなった。また，質問14，15，
16においては，特に質問15の結果に示されるよ
うに，「毎年，CSR報告書・環境報告書を作成
し公表しているか」といった質問に対しては，
表1に示される結果より高い水準で行われてい
ることが明らかとなった。

Ⅴ　おわりに

　本研究では，日本企業の環境保全活動の実態
とその取り組みの成果について明らかにするこ
とを目的とし，東証一部上場企業の製造業919
社を対象に「日本企業の環境保全活動の実態と
その取り組みの成果に関するアンケート調査」
を実施している。多面的な視点から企業の取り
組みについて評価するため，全21問より質問さ
れており，環境対策への取り組みの「現状」に
ついて問うⅠ部と，環境対策への取り組みの「成
果」を問うⅡ部から構成されている。本研究で
は，環境保全活動の取り組みの実態について焦
点を当てるため，環境対策への取り組みの「現
状」について問うⅠ部における回答の記述統計
値を中心に考察している。
　第Ⅰ部の質問項目は細分化することができ，
質問1から質問11までは「製造における環境配
慮に関する取り組み」について，質問12と質問
11は「社内における環境教育および情報共有の
状況」について，質問14と質問15は「環境負荷

─────────────────────────────────
7 ） 環境省が公表する「地球温暖化対策推進法に基づく温室効果ガス排出量の集計結果」を参考にし，過去11年間

の温室効果ガスの排出量のデータより，温室効果ガス排出量の多い業種として，鉄鋼，化学，窯業，石油，パル
プ・紙の5つの業種を選択している。既存研究においては，北田（2121, 2121）において同様の方法が使用されて
いる。



滋賀大学経済学部研究年報 Vol．28　　2021─ 112  ─

の計測，評価および公表の状況」について，質
問16と質問17は「温室効果ガスの排出量の削減
目標値への達成意識」について問われている。
さらに，質問1から質問11までの「製造業にお
ける環境配慮に関する取り組み」について質問
を二分することができる。質問1から質問5は環
境配慮型製品の製造の有無，製造工程・工場に
おいて留意していることなどを問い，質問6か
ら質問11は製造において必要となる技術開発，
イノベーションに関連する質問となっている。

表1および表4により，全ての回答企業による質
問票調査結果を概観したうえで，追加的な検証
として，温室効果ガスの排出量が多い5つの業
種を対象として，同様に質問票調査結果を考察
した。これらの考察により，本研究の貢献とし
て以下の1つの要点を整理することができる。
具体的には，廃棄する際に環境汚染物質を出さ
ない資源や材料を積極的に購入したり，製造工
程から排出された有害な廃棄物の取り扱いと廃
棄に留意したりする企業が多数あり，その廃棄

表4．温室効果ガス排出量の多い業種における環境対策への取り組みの「現状」に関する質問項目に対する回答に
おけるサンプルの記述統計値

Ⅰ．貴社における，環境対策への取り組みの［現状］についてお尋ねします。
　　以下の項目は，貴社においてどの程度実行されていますか？

質問項目 度数 平均 標準偏差 最小値 中央値 最大値
1．環境配慮型製品を製造している。

46 5.81 1.52 1 6 7
2．廃棄する際に環境汚染物質を出さない資源や材料を積極的に購入している。

46 5.61 1.22 2 6 7
1．製造工程・工場から排出された有害な廃棄物の取り扱いと廃棄に気を付けている。

46 6.91 1.15 5 7 7
4．製造工程・工場における廃棄物をリサイクルしている。

46 5.81 1.24 2 6 7
5．製造工程・工場において再生可能エネルギーを使用している。

46 1.41 2.16 1 2 7
6．環境汚染物質の排出量を減らすために新しい技術を導入している。

46 5.11 1.51 1 5 7
7．資源の無駄遣いを減らすために製造工程を改善している。

46 6.41 1.81 1 7 7
8．エネルギー消費量が多い機械を改造したり，取り換えたりしている。

46 6.21 1.15 2 7 7
9．環境保全活動について研究投資をしている。

46 5.17 1.96 1 5.5 7
11．同業種の企業と，環境に関する実用技術またはその基礎研究において業務提携をしている。

46 1.65 2.21 1 4 7
11．異業種の企業と，環境に関する実用技術またはその基礎研究において業務提携をしている。

46 4.24 2.14 1 5 7
12．従業員の環境意識を高めるため，環境教育や社内研修を行っている。

46 5.96 1.25 1 6 7
11．環境汚染物質の排出量を減らすことについて社内で情報共有している。

46 6.21 1.17 2 7 7
14．毎年，事業所全体の環境負荷について計測し評価している。

46 6.72 1.66 4 7 7
15．毎年，CSR 報告書・環境報告書を作成し公表している。

46 6.28 1.67 1 7 7
16．毎年，温室効果ガスの排出量の削減目標値を設定し，その目標を達成したいと考えている。

46 6.61 1.74 4 7 7
17．日本政府により「2151年までに温室効果ガスの排出量をゼロにする」という目標が示されましたが，この目標に

対して達成可能と考えている。
46 4.28 1.44 1 4 7
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物のリサイクルも積極的に行っていることが明
らかとなった。その一方で，製造工程における
再生可能エネルギーの使用状況は発展段階にあ
り，同業種もしくは異業種の企業と，環境に関
する実用技術またはその基礎研究における業務
提携についてはまだまだ低水準であることが明
らかとなった。また，追加的な考察により，温
室効果ガスの排出量が多い5つの業種に着目す
ると，質問6から質問11における，製造におい
て必要となる技術開発，イノベーションに関連
する質問において，全回答企業を対象とした質
問票調査結果よりも全体的に高い点数となって
おり，取り組みの状況としては，課題はあるも
のの良好であることが明らかとなった。
　既存研究によれば，企業のイノベーションと
環境業績の関係について実証的に考察した研究
が多数存在し，環境配慮型イノベーションを含
む，企業のイノベーション能力が高まることに
よって，環境問題への取り組みの成果としての
環境業績が高まることが明らかにされている。
これらの背景により，同業種もしくは異業種の
企業と，環境問題に関する実用技術またはその
基礎研究における業務提携や研究開発を強化す
ることによって，製造工程における環境問題の
現状を改善することにつながり，ひいては再生
可能エネルギーの導入，活用状況も改善させる
ことが期待できる。
　本研究では2つの限界点がある。まず質問票
調査の調査対象の選定を挙げる。東証一部上場
企業の製造業に限定したことにより，企業の規
模について十分に考察できていない。現状とし
て，中小企業においても環境対策への取り組み
が強化されていることより，企業規模を限定す
るのではなく，幅広く対象とする必要があると
考える。次に，調査票における質問項目を挙げ
る。本研究において，製造にかかる質問以外に，
従業員の環境意識について，環境教育，社内研
修，情報共有といった側面から質問したが，未
だ従業員における環境意識の実態について捉え
ることは不十分と考える。そのため，今後のイ

ンタビュー調査においてより詳細な考察ができ
るよう，精緻化した質問とその分析に努める。
以上より，今後の課題としてこれらの2つ限界
点に取り組みたいと考える。
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Research on the Practices of Environmental Conservation Activities 
in Japanese Manufacturing Industries

─ Based on Questionnaire Survey of Manufacturing Companies
listed on the First Section of the Tokyo Stock Exchange ─

Maki Kitada

　The purpose of this research is to clarify the various efforts that Japanese manufacturing 
industries devote to environmental conservation activities. To do so, a mail-based 
questionnaire investigation was conducted that targeted manufacturing companies listed on 
the first section of the Tokyo Stock Exchange. The responding companies （168 replies 
received of 919 corporations surveyed） provided insights into the current difficulties faced in 
attempting to collaboratively establish technical breakthrough alliances among both shared 
and divergent industries, while they are willing to achieve, and some have already achieved, 
reduction targets for greenhouse gas emissions by developing environmentally friendly 
technologies. To clarify how industries with high greenhouse gas emissions, such as pulp and 
paper, chemicals, oil and coal products, glass cement, and steel devote to environmental 
conservation activities, this study conducted additional research. This in-depth analysis 
results that these high-emission industries exceed the full manufacturing industries in the 
batches of questions about the technological development and innovation for manufacturing. 
These results are implying that a significant increase in innovation among shared and 
divergent industries is need for environmentally friendly performance to heighten and 
enhance firms’ successful practices and performance of environmental conservation activities.




